
 

 

 

 

 

 

 

1.はじめに 

CES(Concrete Encased Steel)構造とは、鉄骨に繊維補強コ

ンクリート(FRC)を打設し構成された新しい構造形式で、

近年では次世代の合成構造システムとして開発がされて

いる 1)。その契機は、2004 年の「SRC 構造の多様な利用

法について考える WG」にて、SRC 造の可能性や問題点

が検討されたことを受け、設計および施工の簡略化や工

期の短縮化、そして建設コストの低減化に期待できるも

のとして CES 構造が最有力候補として挙げられたことに

よる。現時点では、CES 構造の耐震性能評価法は確立さ

れておらず、2005 年に「CES 構造の実用化 WG」が設置

されて以降、その実用化に向けた実験データが蓄積され

つつある 2)~4)など。建築学会においても CES 構造の耐震性

能評価法の提案に向け活動が行われている 5)。 

既往の研究 6)では、CES 造の試設計建物を作成し、提案

されている評価法に基づいて評価を行い、評価法の適用

性を検討した。しかし、評価法適用時の注意点の一つと

して挙げられる柱梁接合部のモデル化については十分な

検討がなされなかった。そこで本研究では、解析用建物

を用いて柱梁接合部を剛域としてモデル化した場合と仕

口パネルとしてモデル化した場合とで比較を行い、柱梁

接合部のモデル化が CES 造建物の耐震性能に及ぼす影響

について明らかにする。 

2.耐震性能評価法 

本章では、文献 5)で提案されている CES 造建物の構造

性能評価指針の概要を述べる。CES 構造の構造設計に関

しては、限界耐力計算による構造性能評価の形式を採用

するのが合理的であり、CES 構造のような新しい構造シ

ステムに対して、それらを構成する部位、部材および骨

組、あるいは建物全体の構造特性と限界値を明確にする

ことで、構造性能評価（構造設計）が可能となる。CES

構造性能評価指針の作成に当たっては、柱および梁、柱

梁接合部、耐震壁、架構の構造実験結果 2)~4)など に基づい

て限界耐力計算による構造性能評価に資する技術資料の

整備が行われている。 

なお、本研究の柱梁接合部に関する評価法は CES 柱梁

接合部における性能評価 5 )に沿うものとする。柱梁接合部

の復元力特性を図１に、せん断ひび割れ耐力𝑄𝑗𝑐、終局せ

ん断耐力𝑄𝑗𝑢、せん断ひび割れ時のせん断変形𝛾𝑗𝑐、終局せ

ん断耐力時のせん断変形𝛾𝑗𝑢、初期剛性GAの評価式を(1)～

(7)式に示す。なお、柱梁接合部は、せん断ひび割れ点、

せん断降伏点を有するトリリニアの復元力特性でモデル

化することを原則とするが、柱梁接合部が十分剛である

とみなせる場合は剛域と仮定してよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 柱梁接合部の復元力特性 

1)せん断ひび割れ耐力𝑄𝑗𝑐 

𝑄𝑗𝑐 = 𝜏𝑗𝑐 ∙ 𝑐𝐴𝑒 ∙ (1 + 𝑛 ∙
 𝑠𝑤𝐴 

 𝑐𝐴𝑒
)  [N]             (1)式 

𝜏𝑗𝑐 = 0.2𝐹𝑐                    (2)式 

𝜏𝑗𝑐  ：コンクリートのせん断応力度[N/mm²] 

 𝑛：ヤング係数比 

 𝑐𝐴𝑒：コンクリートの有効断面積(=𝑐 𝑏𝑒 ∙ 𝑐𝑑𝑒) [mm²]  

 𝑐𝑏𝑒：柱幅と梁幅の平均値 [mm] 

 𝑐𝑑𝑒：柱鉄骨せいと柱せいの平均値 [mm] 

 𝑠𝑤𝐴：鉄骨ウェブの断面積(柱) [mm²]  

𝐹𝑐：コンクリートの圧縮強度[N/mm²] 

2)終局せん断耐力𝑄𝑗𝑢 

𝑄𝑗𝑢 =𝐽 𝐹𝑠 ∙ 𝐽δ ∙ 𝑐𝐴𝑒 +
1.2∙𝑠𝑤𝜎𝑦∙𝑠𝑤𝐴 

√3
 [N]          (3)式 

    𝐽 𝐹𝑠 = 0.018𝐹𝑐 + 3.2               (4)式 

 𝐽𝐹𝑠：コンクリートのせん断応力度[N/mm²] 

 𝐽δ：接合部形状係数(十字形は 3、ト形・T 形は 2、L 形は 1） 

  𝑠𝑤𝜎𝑦：鉄骨ウェブの降伏強度[N/mm²] 

𝐹𝑐：コンクリートの設計基準強度(21≦𝐹𝑐≦60N/ mm²) 

3)せん断ひび割れ時のせん断変形 𝛾𝑗𝑐 

 𝛾𝑗𝑐 =
𝑄𝑗𝑐

𝐺𝐴
 [rad]               (5)式 

𝐺𝐴 =𝑠 𝐺 ∙𝑠𝑤 𝐴 +𝑐𝐺  ∙𝑐 𝐴𝑒                       (6)式 

𝐺𝐴：CES 柱梁接合部の有効せん断剛性[N] 

 𝑠𝐺 ：鉄骨のせん断弾性係数[N/mm²] 

 𝑐𝐺 ：コンクリートのせん断弾性係数[N/mm²] 

4)終局せん断耐力時のせん断変形𝛾𝑗𝑢 

𝛾𝑗𝑢 = 0.015 [rad]             (7)式 
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X方向 Y方向

1次固有周期(s) 1.045 0.859

剛性率 0.742(5階) 0.766(8階)

偏心率 0 0

最小 最大 平均 建物全体平均

X2・Y1 1.21 1.49 1.36

X2・Y3 1.11 1.48 1.26

X1・Y1 1.76 2.28 2.00
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3.解析用建物  

解析用建物として、文献 7)に示されている直接基礎の

CES 造の地上 13 階建て事務所ビルを使用した。建築面積

は 775 ㎡、延べ床面積は 10,075 ㎡、最高高さは 52,5m、

基準階高さは 3,90m である。基準階略伏図を図２、略軸

組図を図３、各部材(梁、柱、耐震壁)の断面を表１～３に

それぞれ示す。X 方向は純フレーム構造で 6 スパン(スパ

ン長 6m)、Y 方向は連層耐震壁が X2、X5 通りの Y3-Y4

間に 2 か所配してある壁フレーム構造で 3 スパン(スパン

長 8m) である。柱、梁は CES 造、壁は鉄筋コンクリート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 基準階略伏図(単位：mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (a)Y3通り           (b)X2通り 

図３ 略軸組図(単位：mm） 

表１ 柱および梁の断面表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

造で、スラブはコンクリートスラブである。表４には建

物の１次固有周期、剛性率の最小値、偏心率の最大値を、

表５には接合部せん断余裕度(cQpu/cQbu：cQpu および

cQbu は接合部パネルせん断終局強度および梁曲げ終局

強度を柱せん断力に換算した値)を示す。偏心はなく、

接合部せん断余裕度は全て１以上であり、梁降伏型の建

物となっている。 

4.解析概要 

4.1 モデル化 

解析モデルには、部材を線材置換し剛床を仮定した立 

表２ 梁の断面表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 耐震壁の断面表 

 

 

 

 

 

表４ １次固有周期、剛性率、偏心率 

 

 

 

表５ 接合部せん断余裕度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)剛域モデル         (b)仕口パネルモデル 

図４ 柱梁接合部のモデル図 

214



 

 

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

1F 2F
3F

4F

5F
6F

7F
8F

9F

10F

11F

12F

13F

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

1F
2F

3F
4F

5F

6F

7F

8F

9F

10F

11F

12F

13F

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

0 20000 40000 60000
0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

0 0.01 0.02

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

0 20000 40000 60000
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

0 0.01 0.02

体骨組モデルを用いた。立体骨組モデルの梁は単軸バネ

で曲げとせん断をモデル化し、軸方向に関して剛床仮定

により変形しないものとしている。柱および耐震壁のモ

デルについては MS(Multi Spring) モデルで軸方向と曲げ

のモデル化を行い、単軸せん断バネでせん断のモデル化

を行った。なお、MS モデルの抵抗ヒンジ長さは柱せいの

1/2 とした。 

柱梁接合部のモデル化に関して検討を行うため、柱梁

接合部を剛域としてモデル化したもの (図 4(a)参照)と、

柱梁接合部に仕口パネルを設け、評価法に基づいて復元

力特性を計算しモデル化したもの (図 4(b)参照)を作成し

た。部材長さは剛域モデルの場合と仕口パネルモデルの

場合とで同じにした。 

4.2 解析方法  

弾塑性１次モード比例の外力分布を与える MAP 解析 8)

による荷重増分解析を行う。ここで剛域モデルを Model-R、

仕口パネルモデルを Model-PT とする。さらに、接合部せ

ん断余裕度の影響を検討するため、Model-PT の建物全体

の接合部せん断余裕度を平均 2.0 に上げた Mode-PT1、

Model-PT の十字形接合部の接合部せん断余裕度のみを平

均 2.0 に上げた Model-PT2 を作成した。また、初期剛性及

びひび割れの影響を検討するため Model-PT の初期剛性を

2 倍にした Model-PT3、仕口パネルを弾性とした Model-

PE を作成した。なお、荷重増分解析は最大層間変形角が

0.02radに達した時点で終了した。 

5.解析結果と考察  

5.1 柱梁接合部のモデル化による違い  

MAP 解析によって得られた Model-R、Model-PT の層せ 

ん断力－層間変形角の関係の比較を図５に、Model-R と

Model-PT の層せん断力の分布と層間変形角の分布の比較

を図６に示す。X 方向のベースシアは 40,600kN(ベースシ

ア係数𝐶𝐵＝0.353)、Y 方向のベースシアは 58,800kN (ベー

スシア係数𝐶𝐵＝0.511)となった。層せん断力は上層階にお

いて X 方向、Y 方向ともに Model-R よりも Model-PT の方

が大きいが、下層階においては Model-R、Model-PT はほ

ぼ同じであった。X 方向の層間変形角は上層階において

Model-PT の方が Model-R よりも大きいが、下層階におい

てはほぼ同じであった。Y 方向の層間変形角は Model-R

よりも Model-PT の方が各層で均一に変形する結果となっ

た。また、層間変形角は X 方向、Y 方向ともに 4～6 階に

おいて大きかった。剛性については、ひび割れから降伏

にかけて Model-R より Model-PT の方が小さく、その差は

Y 方向より X 方向で顕著であった。 

Model-R、Model-PT のヒンジ図を図７、８にそれぞれ

示す。0.02rad の時点では Y3 通り、X1 通りともに Model-

R に比べ Model-PT は梁の曲げ降伏の数が全体的に減少し

た。Model-PT では主に十字形接合部においてせん断ひび

割れが見られたが、せん断降伏は見られなかった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) X 方向における Model-R と Model-PTの比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Y 方向における Model-R と Model-PTの比較 

図５ 層せん断力－層間変形角の関係 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

       (a) X方向(Rmax=0.02rad） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (b) Y 方向(Rmax=0.02rad） 

   図６ 層間変形角の分布と層せん断力の分布 
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(a)Y3 通り（X 方向）        (b)X1 通り（Y 方向） 

図７ Model-Rヒンジ図 (Rmax=0.02rad） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (a) Y3 通り（X 方向）       (b)X1 通り（Y 方向） 

  図８ Model-PTヒンジ図 (Rmax=0.02rad)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 1Sa-1Sdグラフ(Rmax=1/50) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 柱梁接合部の復元力特性の比較 

5.2.接合部せん断余裕度の影響  

各モデルの代表荷重(1Sa)と代表変位(1Sd)の関係を図９

に示す。1Sa と 1Sd は文献 8)に従って算定した。また、各

モデルの復元力特性の比較を図１０に示す。1Sa と 1Sd の

関係では、X 方向で Model-R と Model-PT の間に顕著な差

が生じた。接合部せん断余裕度を Model-PT より上げた

Model-PT1 と Model-PT2 は剛性がわずかに大きくなった

が、Model-PT と比較して大きな違いはなかった。初期剛

性を 2 倍にした Model-PT3 も、同じく剛性がやや大きく

なったものの、Model-PT と比較して大きな違いはなかっ

た。仕口パネルを弾性とした Model-PE は仕口パネルにひ

び割れが生じないため剛性が大きくなり、Model-R に近い

結果が得られた。Y 方向では連層耐震壁が配してあるた

め、Model-R とその他のモデルに大きな差は見られなかっ

た。 

6.まとめ 

CES 造建物の耐震性能評価に沿った柱梁接合部のモデ

ル化を行い、剛域としてモデル化した場合と仕口パネル

としてモデル化した場合を比較し以下の知見が得られた。 

1) 仕口パネルとしてモデル化した場合、X 方向では仕口

パネルがひび割れることで剛性が下がったため、剛域

としてモデル化した場合と比べて代表荷重と代表変位

の関係に差が生じた。 

2) Y 方向では連層耐震壁が配してあるため、代表荷重と

代表変位の関係に差は生じなかった。 

3) 柱梁接合部のモデル化において、ひび割れ後の剛性が

建物の耐震性能に与える影響が大きい。 
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